
横田基地高校生英語ツアーは、新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、令
和2年度から開催を中止している。令和4年度に、コロナ禍の影響を受ける横田基地
での計画的な事業継続は困難と判断した。今後も、実施環境が安定しているTGＧ
GREEN SPRINGS（立川）の英語体験学習の実施を継続するとともに、対象者を高
校1年生から全学年に広げ、参加者数を増やしていく。

事
務
事
業
の
実
施
状
況

国際交流推進事業

協働推進 部 協働推進 係 内線 242

一般財源

国都支出金

その他
会計年度任用職員以外の職員（千円）

所要人員（人） 0.090.09

事業費（千円）
財
源
内
訳 0-

0

評
価
指
標

指標名 単位
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協働推進

第１章　市民との協働による地域振興　第１節　コミュニティ　２ 交流

課

事務事業名

施策名称

所管部署

根拠法令等 ―

目的

内容

0-

248

0

24851

－

－

実施

－

－

－

国際交流事業の実施 ― 目標

実績

達成率

― ― 目標

実績

達成率

令和4年度決算令和3年度決算

中止

－

－

　国際化社会への対応と国際理解の推進のため、国際交流事業を推進す
る。

　国際化社会への対応を図り、国際理解を推進するため、国際交流事業の
検討を行う。
　さらに、地域の外国人コミュニティと、自治会等の交流を促進し、市民
の国際交流の活性化に努める。

実施

区分 令和3年度 令和4年度 令和5年度

現状維持

令和4年度の実績

新型コロナウイルス感染症の影響により、横田基地高
校生英語ツアーを中止し、市内在住又は在学の高校1年
生を対象に、立川に新たに開設した体験型英語学習施設
「TOKYO GLOBAL GATEWAY GREEN SPRINGS
（ 以 下 「 TGG GREEN SPRINGS （ 立 川 ） 」 と い
う。）」の英語体験学習を実施し、国際理解の推進を
図った。

英語体験学習参加者数　14人

市民・議会等から寄せられた意見

　英語体験学習の参加者に実施したアン
ケートでは、約8割が満足しており、次回
も参加したいと回答した。

SDGsの取組

視
点
別
の
分
析

妥
当
性

市の関与は必要か

市民のニーズに適合しているか

市民との協働により事業を実施しているか

有
効
性

廃止・休止した場合の市民への影響

受益者負担は適切か

施策への貢献度は適切か

効
率
性 非該当

非該当見直しの余地がある

非該当

0

17 パートナーシップで目標を達成しよう

適切である

実施

見直しの余地がある

不適切な部分がある 非該当

適切である 不適切な部分がある

困難である

影響は大きい 影響は少ない 非該当

低
下

今後の方針

見直しの余地がある

検討の余地がある 非該当

非該当

検討の余地がある

○

維
持

向
上

成
果

増加

事務事業の推進に当たっての課題

当該施設が令和5年1月にオープンしたことから、令和
4年度は、対象学年や開催時期を限定せざるを得なかっ
た。今後は、より多くの高校生が参加しやすい開催時期
とし、幅広い英語レベルの参加者に対応できるよう工夫
が必要である。

削減 維持

必要である

適合している

実施している

1

2

検討の余地がある

事業経費

合計（事業費+人件費）

【今後の方向性】

困難である

今後の方針

類似事業等との統合は可能か

民間委託等は可能か

事業費の更なる削減は可能か 困難である

拡充

令和5年度予算

693

－

縮小・見直し 廃止・休止・終了

0

実施

－

所
管
課
の
評
価

（廃止・休止・終了の場合は「〇」の記入不要）

51-

941739

人
件
費

会計年度任用職員（千円）

所要人員（人）

718

0.000.000.00

00

718 688

0.09

コスト



 

外部評価調書（事務事業） 

事務事業名 国際交流推進事業 

所管部署 協働推進部 協働推進課 協働推進係 

視
点
別
の
評
価 

 

妥
当
性 

・市の関与は必要か 

・市民のニーズに適合しているか 

・市民との協働により事業を実施しているか 

□ 妥当である 

□ 見直しの余地がある 

□ 妥当でない 

有
効
性 

・廃止・休止とした場合の市民への影響 

・受益者負担は適切か 

・施策への貢献度は適切か 

□ 適切である 

□ 見直しの余地がある 

□ 適切でない 

効
率
性 

・民間委託等は可能か 

・事業費の更なる削減は可能か 

・類似事業等との統合は可能か 

□ 効率的である 

□ 見直しの余地がある 

□ 効率的でない 

総
合
評
価 

今後の方向性  □ 拡充  □ 現状維持  □ 縮小・見直し  □ 廃止・休止・終了 

 高校一年生を対象としたＴＧＧでの英語体験学習は、英語学力の向上に寄与すること

により、国際化社会への対応を図る上で一定の効果が得られることから、今後も継続す

ることが適当である。しかし、学校単位での利用が開始されたことを勘案すれば、その

役割等について検討する必要がある。 

 また、本事業の目的である地域の外国人コミュニティと自治会等との交流の促進に対

する有効性が認められるとは言い難い。 

 よって、今後は、自治会を通じた調査等により外国人コミュニティの実態を把握した

上で、ボランティアセンターと連携し、自治会等と日常的に交流できるような場を積極

的に創出することが肝要である。 

 また、現在休止している横田基地高校生英語ツアーについては、市域に横田基地を有

する本市で実施することに重要な意義があると思料する。そのため、将来にわたってＴ

ＧＧでの英語体験学習に切り替えることについては、再検討することを強く求めたい。 

 

 

✓ 

✓ 

✓ 

✓ 
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事務事業名 国際姉妹都市交流事業（ホストタウン推進事業）

施策名称 第１章　市民との協働による地域振興　第１節　コミュニティ　２ 交流

所管部署 企画財政 部 企画政策

目的
　東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会後にモンゴル国ウラ
ンバートル市ハンオール区と国際姉妹都市又は国際友好都市の協定を締結
し、国際交流を推進する。

SDGsの取組

17 パートナーシップで目標を達成しよう

内容
　モンゴル国ウランバートル市ハンオール区と国際姉妹都市の協定を締結
し、交流事業を実施する。

課 企画政策 係 内線 372

根拠法令等 ―

事
務
事
業
の
実
施
状
況

評
価
指
標

指標名 単位 区分 令和3年度

中止

2

交流事業以外のモンゴル国関係イベントの実施
件数

中止

達成率 － －

令和4年度 令和5年度

1

交流事業の実施 ― 目標 実施 実施 実施

実績

100% 50%

事業経費 令和3年度決算 令和4年度決算 令和5年度予算 市民・議会等から寄せられた意見

件 目標 1 2 2

実績 1 1

達成率

国都支出金 0 0 0

その他 0 0 0

事業費（千円） 74 133 155
財
源
内
訳

一般財源 74 133 155

0 0 0

所要人員（人） 0.00 0.00 0.00

人
件
費

会計年度任用職員以外の職員（千円） 515 987 993

所要人員（人） 0.06 0.13 0.13
会計年度任用職員（千円）

合計（事業費+人件費） 589 1,120 1,148

所
管
課
の
評
価

視
点
別
の
分
析

妥
当
性

市の関与は必要か 必要である

市民との協働により事業を実施しているか

　平成31年3月予算特別委員会で「民間団
体の交流を促進してほしい」、令和3年3
月予算特別委員会で「コロナ禍の実際の行
き来ができない中で、オンラインなどを活
用し子どもたちの国際交流を進めていって
ほしい」、同年6月市議会定例会一般質問
で「協定により交流事業を恒例化してほし
い」との意見があった。

有
効
性

廃止・休止した場合の市民への影響 影響は大きい 影響は少ない 非該当

受益者負担は適切か 適切である

見直しの余地がある

市民のニーズに適合しているか 適合している 見直しの余地がある 非該当

不適切な部分がある 非該当

施策への貢献度は適切か 適切である 不適切な部分がある

実施している 見直しの余地がある 非該当

今後の方針

【今後の方向性】 拡充 現状維持 縮小・見直し 廃止・休止・終了

困難である 検討の余地がある 非該当

令和4年度の実績 事務事業の推進に当たっての課題

　令和4年度は、6月から11月までの間で子どもたちの
オンライン交流を計画していたが、モンゴル国との連絡
調整に難航し、年度内の交流事業の実施は中止とした。
　代替として、令和５年3月にオンラインツアーを実施
した。

　モンゴル国との連絡調整に時間を要する。令和6年に
はハンオール区の地方選挙が予定されており、政権等の
変化が、今後の交流事業の継続に影響するおそれがあ
る。

効
率
性

民間委託等は可能か 困難である 検討の余地がある 非該当

事業費の更なる削減は可能か 困難である 検討の余地がある 非該当

類似事業等との統合は可能か

　令和5年度は、8月に子どもたちのオンライン交流を初めて実施する予定である。
　交流事業は、子どもたちの国際交流体験として継続すべきと考えるが、令和6年に
はハンオール区において選挙が予定されているため、交流事業の実施が困難となる
可能性が高い。令和4年度に実施したオンラインツアーでは、子どもだけでなく、市
民の方がモンゴル国について知る機会につながり、満足度もおおむね高かったこと
から、同様の事業の実施を検討していく。

今後の方針

コスト

削減 維持 増加

成
果

向
上

（廃止・休止・終了の場合は「〇」の記入不要）

維
持

○

低
下
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